
　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書
（単位：千円）

①基本計画の体系 大綱１（４）防災 ③ 担 当 課 総合政策部自治・防災課

② 事 務 事 業 名 消防施設管理事業・消火栓維持管理事業・消防団運営事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 1 4 2 5・6 2

⑤１０年後のまちの姿 住宅や公共施設、民間施設の耐震性が向上し、指定避難所や消防施設が充実した安全・安心なまちづくりが進んでいます。

⑦　　　S D G ｓ ３【保健】 すべての人に健康と福祉を １１【持続可能な都市】 住み続けられるまちづくりを １３【気候変動】 気候変動に具体的な対策を ターゲット 3.6 11．b 13.1

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 消防団施設、消防団の装備等の充実強化 1,600

（２） 消火栓の維持管理 12,600

（３） 消防団員の活動 19,400

（４）

（５）

（１） 消防団施設、消防団の装備等の充実強化 1,541

（２） 消火栓の維持管理 11,870

（３） 消防団員の活動 18,203

（４）

（５）

（１） 消防団施設、消防団の装備等の充実強化 1,541

（２） 消火栓の維持管理 11,870

（３） 消防団員の活動 20,653

（４）

（５）

（１） 消防団施設、消防団の装備等の充実強化 1,541

（２） 消火栓の維持管理 11,870

（３） 消防団員の活動 18,203

（４）

（５）

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 0

地方債 0

その他 2,585 2,585 2,585 2,585 10,340

一般財源 31,015 29,029 31,479 29,029 120,552

概算事業費（合計） 33,600 31,614 34,064 31,614 130,892

（備考）

⑥ 事 務 事 業 概 要

　消防団員の活動の充実強化を図るため、消防団施設、資機材等の整備や火災現場活動で使用する消火栓施設の維持管
理を行い、災害の軽減を図る。 
　災害が多種多様化するなか、消防団員が安全に必要な活動をすることができるよう、消防団員の処遇の確立や公務災
害への対応を図るほか、各種訓練の実施や研修会に参加し資質の向上に取り組むとともに、消防団員の健康管理を図
る。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書
（単位：千円）

①基本計画の体系 大綱１（４）防災 ③ 担 当 課 総合政策部自治・防災課

② 事 務 事 業 名 泉州南消防組合運営事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 1 4 2 6 2

⑤１０年後のまちの姿 住宅や公共施設、民間施設の耐震性が向上し、指定避難所や消防施設が充実した安全・安心なまちづくりが進んでいます。

⑦　　　S D G ｓ １１【持続可能な都市】 住み続けられるまちづくりを １３【気候変動】 気候変動に具体的な対策を ターゲット 11．b 13.1

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 泉州南消防組合運営負担金 565,800

（２）

（３）

（４）

（５）

（１） 泉州南消防組合運営負担金 591,372

（２）

（３）

（４）

（５）

（１） 泉州南消防組合運営負担金 591,372

（２）

（３）

（４）

（５）

（１） 泉州南消防組合運営負担金 591,372

（２）

（３）

（４）

（５）

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 319 291 291 291 1,192

地方債 0

その他 0

一般財源 565,481 591,081 591,081 591,081 2,338,724

概算事業費（合計） 565,800 591,372 591,372 591,372 2,339,916

（備考）

⑥ 事 務 事 業 概 要 泉州南消防組合による消防業務を実施する。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書
（単位：千円）

①基本計画の体系 大綱１（２）地域コミュニティ・（４）防災 ③ 担 当 課 総合政策部自治・防災課

1 2 1 3 ２

1 4 1・2 1・2・3 ２

⑤１０年後のまちの姿
日頃から隣近所でお互いに顔の見える関係が築かれ、災害が起きたときに地域で助け合う自助・共助の意識が定着
し、防災力の高いまちとなっています。

⑦　　　S D G ｓ １１【持続可能な都市】 住み続けられるまちづくりを １３【気候変動】 気候変動に具体的な対策を ターゲット 11．b 13.1

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 防災行政無線の維持管理 5,400

（２） 備蓄物資の更新・防災事業の実施 2,200

（３） 各種団体等（自主防災組織・災害協力隊等）への助成 400

（４） 原子力防災活動資機材の維持管理 500

（５） 防災会議の開催（地域防災計画の見直し等）、国民保護協議会の開催（国民保護計画の見直し等） 800

（１） 防災行政無線の維持管理 32,870

（２） 備蓄物資の更新・防災事業の実施・総合防災訓練 4,044
（３） 各種団体等（自主防災組織・災害協力隊等）への助成 412

（４） 原子力防災活動資機材の維持管理 1,312

（５） 防災会議の開催（地域防災計画の見直し等）、国民保護協議会の開催（国民保護計画の見直し等） 758

（１） 防災行政無線の維持管理 27,279

（２） 備蓄物資の更新・防災事業の実施・防災マップの更新 10,200

（３） 各種団体等（自主防災組織・災害協力隊等）への助成 412

（４） 原子力防災活動資機材の維持管理 828

（５） 防災会議の開催（地域防災計画の見直し等）、国民保護協議会の開催（国民保護計画の見直し等） 758

（１） 防災行政無線の維持管理 5,898

（２） 備蓄物資の更新・防災事業の実施 1,567

（３） 各種団体等（自主防災組織・災害協力隊等）への助成 412

（４） 原子力防災活動資機材の維持管理 828

（５） 防災会議の開催（地域防災計画の見直し等）、国民保護協議会の開催（国民保護計画の見直し等） 758

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 481 2,265 1,255 1,255 5,256

地方債 0

その他 0

一般財源 8,819 37,131 38,222 8,208 92,380

概算事業費（合計） 9,300 39,396 39,477 9,463 97,636

（備考）

② 事 務 事 業 名 防災事業 ④ 整 理 用 コ ー ド

⑥ 事 務 事 業 概 要
　防災計画の見直し、防災会議の開催、防災訓練の実施、防災行政無線等機器の管理、原子力防災活動資機材の維持
管理、自主防災組織や防災士の育成、災害協力隊への活動助成等により、大規模災害に備える。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱１　（０４）　防災 ③ 担 当 課 生活福祉課

② 事 務 事 業 名 避難行動要支援者支援事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 1 4 1 2 2

⑤１０年後のまちの姿 日頃から隣近所でお互いに顔の見える関係が築かれ、災害が起きたときに地域で助け合う自助・共助の意識が定着し、防災力の高いまちとなっています。

⑥ 事 務 事 業 概 要

災害時に自力で避難することが困難である者の名簿「避難行動要支援者名簿」を作成し、災害発生時に避難支援等関係者に提供する。また、そ
のうち平常時から名簿情報を外部に提供することに同意した者の名簿「避難行動要支援者同意者名簿」を、平常時から避難支援等関係者に配付
し、それに基づき地域で要支援者ごとに個別具体的な支援計画「個別計画」を策定・共有し、見守り活動や防災訓練に活用することにより、災
害に備える。

⑦　　　S D G ｓ １１【持続可能な都市】 住み続けられるまちづくりを タ－ゲット 11.5

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

６年度

（１） 住民への制度周知、名簿の更新、要支援者への同意確認、避難支援等関係者への情報提供・個別計画策定依頼 745

（２）

（３）

（４）

（５）

７年度

（１） 住民への制度周知、名簿の更新、要支援者への同意確認、避難支援等関係者への情報提供・個別計画策定依頼 745

（２）

（３）

（４）

（５）

８年度

（１） 住民への制度周知、名簿の更新、要支援者への同意確認、避難支援等関係者への情報提供・個別計画策定依頼 745

（２）

（３）

（４）

（５）

９年度

（１） 住民への制度周知、名簿の更新、要支援者への同意確認、避難支援等関係者への情報提供・個別計画策定依頼 745

（２）

（３）

（４）

（５）

⑩ 財 源

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 745 745 745 745 2,980

概算事業費（合計） 745 745 745 745 2,980

（備考）



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱１（４）防災 ③ 担 当 課 都市整備部まちづくり計画課

② 事 務 事 業 名 住宅の耐震化率の向上 ④ 整 理 用 コ ー ド 1 4 2 1 2

⑤１０年後のまちの姿 住宅や公共施設、民間施設の耐震性が向上し、指定避難所や消防施設が充実した安全・安心なまちづくりが進んでいます。

⑦　　　S D G ｓ １１【持続可能な都市】 住み続けられるまちづくりを タ－ゲット 11.3

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 既存民間建築物耐震診断補助金（木造住宅１０件、非木造住宅１件） 525

（２） 木造住宅耐震改修設計補助金（５件） 500

（３） 木造住宅耐震改修補助金（５件） 4,500

（４） 木造住宅除却工事補助金（２０件） 8,000

（５）

（１） 既存民間建築物耐震診断補助金（木造住宅１０件、非木造住宅１件） 525

（２） 木造住宅耐震改修設計補助金（３件） 300

（３） 木造住宅耐震改修補助金（３件） 2,700

（４） 木造住宅除却工事補助金（１５件） 6,000

（５）

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 7,762 5,412 13,174

地方債 0

その他 0

一般財源 5,763 4,113 9,876

概算事業費（合計） 13,525 9,525 0 0 23,050

（備考）

⑥ 事 務 事 業 概 要
平成２９年３月に策定した「第２次熊取町耐震改修促進計画」に基づき、令和７年に耐震化率９５％の目標達成に向け、大阪府や
関係団体と連携して、既存建築物の「耐震診断」から「耐震改修」まで総合的にかつ計画的に促進する。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書

①基本計画の体系 大綱１　（０４）　防災 ③ 担 当 課 都市整備部道路公園課

② 事 務 事 業 名 道路河川災害対策事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 1 4 2 7 2

⑤１０年後のまちの姿 防災面で河川やため池の整備が進み、安全な施設となっています。

⑥ 事 務 事 業 概 要 道路、河川の災害発生時の対策及び未然防止に努める。

⑦　　　S D G ｓ １１【持続可能な都市】 住み続けられるまちづくりを タ－ゲット 11.7

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

６年度

（１） 災害発生時の緊急対策（土砂撤去・重機等借上等） 890

（２）

（３）

（４）

（５）

７年度

（１） 災害発生時の緊急対策（土砂撤去・重機等借上等） 890

（２）

（３）

（４）

（５）

８年度

（１） 災害発生時の緊急対策（土砂撤去・重機等借上等） 890

（２）

（３）

（４）

（５）

９年度

（１） 災害発生時の緊急対策（土砂撤去・重機等借上等） 890

（２）

（３）

（４）

（５）

⑩ 財 源

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 890 890 890 890 3,560

概算事業費（合計） 890 890 890 890 3,560

（備考）



「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書

①基本計画の体系 大綱１　（０４）　防災 ③ 担 当 課 都市整備部道路公園課

② 事 務 事 業 名 道路災害復旧事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 1 4 2 7 2

⑤１０年後のまちの姿 防災面で河川やため池の整備が進み、安全な施設となっています。

⑥ 事 務 事 業 概 要 道路の災害復旧を図る。

⑦　　　S D G ｓ １１【持続可能な都市】 住み続けられるまちづくりを タ－ゲット 11.5

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

６年度

（１） 災害復旧事業（応急復旧を含む） 1,098

（２）

（３）

（４）

（５）

７年度

（１） 災害復旧事業（応急復旧を含む） 1,098

（２）

（３）

（４）

（５）

８年度

（１） 災害復旧事業（応急復旧を含む） 1,098

（２）

（３）

（４）

（５）

９年度

（１） 災害復旧事業（応急復旧を含む） 1,098

（２）

（３）

（４）

（５）

⑩ 財 源

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 1,098 1,098 1,098 1,098 4,392

概算事業費（合計） 1,098 1,098 1,098 1,098 4,392

（備考）



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱１（４）防災 ③ 担 当 課 都市整備部下水道河川課河川農水室

② 事 務 事 業 名 河川一般事務経費 ④ 整 理 用 コ ー ド 1 4 1 2 2

⑤１０年後のまちの姿 日頃から隣近所でお互いに顔の見える関係が築かれ、災害が起きたときに地域で助け合う自助・共助の意識が定着し、防災力の高いまちとなっています。

⑦　　　S D G ｓ １３【気候変動】 気候変動に具体的な対策を ターゲット 13.1

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 土砂災害技術アドバイザリー業務の実施 1,142

（２） 現課所管施設データのデジタル化の検討（ため池と合わせて検討）

（３）

（４）

（５）

（１） 土砂災害技術アドバイザリー業務の実施 1,134

（２）

（３）

（４）

（５）

（１） 土砂災害技術アドバイザリー業務の実施 1,142

（２）

（３）

（４）

（５）

（１） 土砂災害技術アドバイザリー業務の実施 1,142

（２）

（３）

（４）

（５）

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 1,142 1,134 1,142 1,142 4,560

概算事業費（合計） 1,142 1,134 1,142 1,142 4,560

（備考）

⑥ 事 務 事 業 概 要
土砂災害等における連携協力に関する協定に基づき、災害の未然防止のための業務を実施する。
現在、紙ベースで保存されている施設資料をデジタルデータ化し、窓口業務の効率化、変化する施設や周辺環境への対応とともに次世代の職員への技
術力の継承を図る。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱１（４）防災 ③ 担 当 課 都市整備部下水道河川課河川農水室

② 事 務 事 業 名 ため池等整備事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 1 4 2 7 2

⑤１０年後のまちの姿 防災面で河川やため池の整備が進み、安全な施設となっています。

⑦　　　S D G ｓ １３【気候変動】 気候変動に具体的な対策を ターゲット 13.1

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） ため池等耐震対策実施設計業務（馬谷池） 29,232

（２） ため池耐震対策工事（朝代新池） 32,670

（３） ため池等維持修繕工事（五門濁池水路、五門東二丁目水路法面） 14,110

（４）

（５）

（１） ため池耐震対策工事（馬谷池） 47,663

（２） ため池等維持修繕工事（柿谷池・大谷池侵入防止柵、五月ヶ丘水路） 3,509

（３）

（４）

（５）

（１） ため池耐震対策工事（馬谷池） 46,200

（２） ため池耐震対策実施設計業務（ヨシ池） 47,250

（３）

（４）

（５）

（１） ため池耐震対策工事（ヨシ池） 163,275

（２） ため池整備測量設計業務（成合首ヤ池） 10,000

（３）

（４）

（５）

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 39,924 33,828 66,349 125,924 266,025

地方債 0

その他 0

一般財源 36,088 17,344 27,101 47,351 127,884

概算事業費（合計） 76,012 51,172 93,450 173,275 393,909

（備考）

⑥ 事 務 事 業 概 要
大阪府が実施したため池耐震診断の結果により「耐震性無」と診断されたため池について、必要に応じ対策工事を実施し、大規
模地震時の災害等を防除するとともに、ため池維持修繕計画に基づき、ため池の施設修繕など適正な維持管理に努める。
また、町所管の水路について、修繕を行い、適正な維持管理に努める。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱１（４）防災 ③ 担 当 課 都市整備部下水道河川課河川農水室

② 事 務 事 業 名 水防対策事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 1 4 2 7 2

⑤１０年後のまちの姿 防災面で河川やため池の整備が進み、安全な施設となっています。

⑦　　　S D G ｓ １３【気候変動】 気候変動に具体的な対策を ターゲット 13.1

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 水防資材備蓄必要数の確保 417

（２） 町職員を対象に水防訓練の実施 30

（３）

（４）

（５）

（１） 水防資材備蓄必要数の確保 624

（２） 町職員を対象に水防訓練の実施 30

（３）

（４）

（５）

（１） 水防資材備蓄必要数の確保 417

（２） 町職員を対象に水防訓練の実施 30

（３）

（４）

（５）

（１） 水防資材備蓄必要数の確保 417

（２） 町職員を対象に水防訓練の実施 30

（３）

（４）

（５）

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 447 654 447 447 1,995

概算事業費（合計） 447 654 447 447 1,995

（備考）

⑥ 事 務 事 業 概 要
台風や集中豪雨による水路等からの溢水による災害時に備え、適正に水防活動が行えるよう、熊取町水防体制に基づき被害の
未然防止又は軽減に努める。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱１（４）防災 ③ 担 当 課 都市整備部下水道河川課河川農水室

② 事 務 事 業 名 浸水対策事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 1 4 2 7 2

⑤１０年後のまちの姿 防災面で河川やため池の整備が進み、安全な施設となっています。

⑦　　　S D G ｓ １３【気候変動】 気候変動に具体的な対策を ターゲット 13.1

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 朝代地区浸水対策事業の実施設計 4,756

（２）

（３）

（４）

（５）

（１） 五門西地区浸水対策事業の測量設計 16,011

（２）

（３）

（４）

（５）

（１） 朝代地区浸水対策工事の実施（水道管移設補償費を含まない） 21,623

（２）

（３）

（４）

（５）

（１） 五門西地区浸水対工事の実施 未定

（２）

（３）

（４）

（５）

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 4,756 16,011 21,623 0 42,390

概算事業費（合計） 4,756 16,011 21,623 0 42,390

（備考）

⑥ 事 務 事 業 概 要
台風や集中豪雨により町内における浸水被害地域について、浸水原因を調査するとともに、雨水排水施設等の改修を進め、集
中豪雨などによる地域の浸水被害の防止に努める。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱１（４）防災 ③ 担 当 課 都市整備部下水道河川課河川農水室

② 事 務 事 業 名 林業施設災害復旧事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 1 4 2 7 2

⑤１０年後のまちの姿 防災面で河川やため池の整備が進み、安全な施設となっています。

⑥ 事 務 事 業 概 要 台風や集中豪雨により発生した林道の災害復旧を図る。

⑦　　　S D G ｓ １３【気候変動】 気候変動に具体的な対策を ターゲット 13.1

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

６年度

（１） 災害復旧事業（応急復旧を含む） 1,099

（２）

（３）

（４）

（５）

７年度

（１） 災害復旧事業（応急復旧を含む） 1,099

（２）

（３）

（４）

（５）

８年度

（１） 災害復旧事業（応急復旧を含む） 1,099

（２）

（３）

（４）

（５）

９年度

（１） 災害復旧事業（応急復旧を含む） 1,099

（２）

（３）

（４）

（５）

⑩ 財 源

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 0

地方債 0

その他 0

一般財源 1,099 1,099 1,099 1,099 4,396

概算事業費（合計） 1,099 1,099 1,099 1,099 4,396

（備考）



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱１（４）防災 ③ 担 当 課 都市整備部下水道河川課河川農水室

② 事 務 事 業 名 河川災害復旧事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 1 4 2 7 2

⑤１０年後のまちの姿 防災面で河川やため池の整備が進み、安全な施設となっています。

⑦　　　S D G ｓ １３【気候変動】 気候変動に具体的な対策を ターゲット 13.1

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

（１） 災害復旧事業（応急復旧を含む） 1,099

（２） 普通河川雨山川災害復旧事業に係る仮住居経費 1,008

（３） 普通河川雨山川災害復旧事業に係る隣接宅地補償費算定業務 5,857

（４） 和田川災害復旧工事 13,700

（５）

（１） 災害復旧事業（応急復旧を含む） 1,099

（２） 普通河川雨山川災害復旧事業に係る仮住居経費 1,008

（３） 普通河川雨山川災害復旧事業に係る隣接宅地補償費算定業務 2,500

（４） 普通河川雨山川災害隣接宅地補償 200,000

（５）

（１） 災害復旧事業（応急復旧を含む） 1,099

（２）

（３）

（４）

（５）

（１） 災害復旧事業（応急復旧を含む） 1,099

（２）

（３）

（４）

（５）

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 3,909 3,909

地方債 0

その他 0

一般財源 17,755 204,607 1,099 1,099 224,560

概算事業費（合計） 21,664 204,607 1,099 1,099 228,469

（備考）

⑥ 事 務 事 業 概 要 台風や集中豪雨により発生した河川の災害復旧を図る。

６年度

７年度

８年度

９年度

⑩ 財 源



　　　　　　　　　　「第４次総合計画第３次実施計画」作成調書 （単位：千円）

①基本計画の体系 大綱１（４）防災 ③ 担 当 課 都市整備部下水道河川課河川農水室

② 事 務 事 業 名 農業施設災害復旧事業 ④ 整 理 用 コ ー ド 1 4 2 7 2

⑤１０年後のまちの姿 防災面で河川やため池の整備が進み、安全な施設となっています。

⑥ 事 務 事 業 概 要 台風や集中豪雨により発生したため池、用排水路及び農道の災害復旧を図る。

⑦　　　S D G ｓ １３【気候変動】 気候変動に具体的な対策を ターゲット 13.1

⑧　事　業　内　容 ⑨ 概 算 事 業 費

６年度

（１） 災害復旧事業（応急復旧を含む） 1,099

（２） 大池水路災害復旧工事 5,969

（３）

（４）

（５）

７年度

（１） 災害復旧事業（応急復旧を含む） 1,099

（２）

（３）

（４）

（５）

８年度

（１） 災害復旧事業（応急復旧を含む） 1,099

（２）

（３）

（４）

（５）

９年度

（１） 災害復旧事業（応急復旧を含む） 1,099

（２）

（３）

（４）

（５）

⑩ 財 源

年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 合計

国・府補助金 3,431 3,431

地方債 0

その他 0

一般財源 3,637 1,099 1,099 1,099 6,934

概算事業費（合計） 7,068 1,099 1,099 1,099 10,365

（備考）


